[bookmark: _GoBack]様式1-1  過疎地域集落再編整備事業（集落等移転事業：集落移転タイプ・へき地点在住居移転タイプ）
	都道府県名
	市町村名等
	担当者所属・氏名・ＴＥＬ
	【工　期】　　令和　年　月　～　令和　年　月

	令和２年国調人口：	　　　人
	人口減少率（R2／H27）：○.○％
	○移転跡地の活用予定について





○今回の移転に伴う離農者等の有無について





○移転先団地の現況及び用地確保の見通しについて
（市町村所有ではない場合、地権者数、同意の状況、農振法等の土地利用制限の有無、許可見込み時期、用地交渉ｽｹｼﾞｭｰﾙ等）





○移転先団地住宅建設の見込み
・市町村が建設するもの：○戸  →  事業費	千円
（財源内訳を記入すること）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
・個人が建設するもの	：　○戸




○予算計上は当初か補正か（補正の場合、財政当局との調整は済んでいるか）


	令和３年度財政力指数：
	令和２年高齢者比率：○.○％
	令和２年若年者比率：○.○％
	

	【事業実施の必要性】

	

	【移転事業要望までの経過】

	

	【住民の移転意思の確認状況】





	

	【事業概要】
○移転対象集落名



○移転対象戸数及び人数



○移転先団地への入居戸数等（移転先の内訳）


	

	財源内訳（千円）
	事業費計
	

	国庫補助
	県補助
	地方債
	一般財源
	
	

	
	
	過疎債
	その他
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	合　計
	
	
	
	
	
	


【備考】市町村管内図に移転対象住居、移転先団地予定地、主要な公共施設又は公用施設（役場、学校、公民館、警察署、消防署、金融機関、医療施設など）を図示したものを添付すること。
様式1-2  過疎地域集落再編整備事業（定住促進団地整備事業）①
	都道府県名
	市町村名等
	担当者所属・氏名・ＴＥＬ
	【工　期】　　令和　年　月　～　令和　年　月

	令和２年国調人口：	　　　人
	人口減少率（R2／H27）：○.○％
	区画数：
	1区画当たり面積：○.○㎡

	令和３年度財政力指数：
	令和２年高齢者比率○.○％
	令和２年若年者比率：○.○％
	○予定地の現況及び用地取得の状況（市町村所有ではない場合、地権者数、同意の状況、農振法等の土地利用制限の有無、許可見込み時期、用地交渉ｽｹｼﾞｭｰﾙ等）





○周辺環境



○事業の具体的な推進方法（会計区分、運営主体（直営、指定管理者制度、土地開発公社等の別））



【合意形成について】
○団地の整備について、住民や議会等との協議・検討がされ、合意形成がなされているか。

	【事業実施の必要性】




	

	【事業概要】
○住宅団地の整備内容（賃貸・分譲の別を明らかにすること）




○生活関連施設及び産業基盤施設の整備内容




○市町村による住宅建設計画（棟数及び戸数、工期、事業費及び財源内訳）

	

	
	【関連事業（　　　　　　　　　　　　　）】
（本事業と併せて実施する事業（住宅建設、融雪施設整備事業等）があれば、記載すること）
○事業内容


○事業期間　令和　年　月　～　令和　年　月

	財源内訳（千円）
	事業費計
	関連事業の財源内訳
	年度
	国庫補助
	県補助
	地方債
	一般財源
	事業費計

	国庫補助
	県補助
	地方債
	一般財源
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	過疎債
	その他
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	合　計
	
	
	
	
	
	
	合　計
	
	
	
	
	



様式1-2  過疎地域集落再編整備事業（定住促進団地整備事業）②
	○市町村等における当該団地整備の意義及びその位置付け






○想定対象者、入居条件の有無及び募集方法など（若年層やＵＩターン者確保のための具体策等があれば記入すること）








○過去の整備実績







○区画数及び1区画当たり面積の設定根拠












	○近傍における他の団地等整備状況及び分譲予定価格又は賃貸料について（価格設定の根拠を示すこと）


○公営住宅・民間賃貸住宅の空き状況等について










○転売の禁止等に関する取扱い




○予算計上は当初か補正か（補正の場合、財政当局との調整は済んでいるか）








○その他（就労対策など）


【備考】市町村管内図に住宅団地整備の予定地、主要な公共施設又は公用施設（役場、学校、公民館、警察署、消防署、金融機関、医療施設など）を図示したものを添付すること。

様式1-3  過疎地域集落再編整備事業（定住促進空き家活用事業）①
	都道府県名
	市町村名等
	担当者所属・氏名・ＴＥＬ
	【工　期】　　令和　年　月　～　令和　年　月

	令和２年国調人口：	　　　人
	人口減少率（R2／H27）：○.○％
	○空き家の取得方法（  市町村所有  ・  所有権取得  ・  借受  ）

【市町村所有物件を活用する場合】
・定住促進のための住宅として使用することに問題はないか
（補助事業により建設された物件を活用する場合、補助金適正化法上問題ないか）





【市町村が取得する場合】
・所有権(家屋・土地)を市町村に移転するに当たっての見通し
（所有権の移転について、現在の所有者に了承を得ているか）





【借り受ける場合】
 ・借受するに当たっての見通し
（借受について、現在の所有者に了承を得ているか、借受の期間、賃借する場合の賃借料等）





○周辺環境






○事業の具体的な推進方法（会計区分、運営主体（直営、指定管理者制度、土地開発公社等の別））


	令和３年度財政力指数：
	令和２年高齢者比率：○.○％
	令和２年若年者比率：○.○％
	

	【事業実施の必要性】













	

	【事業概要】
○戸数：

○空き家の改修内容




○空き家の住所、所有者（土地含む）、建築年月





	

	財源内訳（千円）
	事業費計
	

	国庫補助
	県補助
	地方債
	一般財源
	
	

	
	
	過疎債
	その他
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	合　計
	
	
	
	
	
	




様式1-3  過疎地域集落再編整備事業（定住促進空き家活用事業）②
	○市町村等における当該空き家活用事業の位置付け







○想定対象者、入居条件の有無及び募集方法など（若年層やＵＩターン者確保のための具体策等があれば記入すること）















○過去の整備実績












	○近傍における他の団地、空き家等整備状況及び予定賃貸料（価格設定の根拠を示すこと）










○予算計上は当初か補正か（補正の場合、財政当局との調整は済んでいるか）






○耐震診断・耐震化改修の必要性の有無
・建築基準法等関係法令上、耐震診断・耐震化改修等の必要性はないか
（  有   ・  無  ）




○その他（就労対策など）


【備考】市町村管内図に空き家の所在地、市町村内の主要な公共施設又は公用施設（役場、駅、バス停、インターチェンジ、保育園、幼稚園、小中高校、公民館、警察署、消防署等）及び空き家近隣の便益施設（食料品店、金融機関、医療施設等）を図示したものを添付すること。

様式1-4  過疎地域集落再編整備事業（季節居住団地整備事業）
	都道府県名
	市町村名等
	担当者所属・氏名・ＴＥＬ
	【工　期】　　令和　年　月　～　令和　年　月

	令和２年国調人口：	　　　人
	人口減少率（R2／H27）：○.○％
	○入居制限の有無等の契約内容について






○季節居住以外の使用の有無（使用目的及び事業内容等）






○団地予定地の現況及び用地確保の見通し
（地権者数、同意の状況、農振法等の土地利用制限の有無・許可見込み時期、用地交渉ｽｹｼﾞｭｰﾙ等）



○移転先団地住宅建設の見込み

・市町村が建設するもの：○　戸  →  事業費	千円
（財源内訳を記入すること）


・個人が建設するもの：　 ○戸



○予算計上は当初か補正か（補正の場合、財政当局との調整は済んでいるか）



	令和３年度財政力指数：
	令和２年高齢者比率：○.○％
	令和２年若年者比率：○.○％
	

	【事業実施の必要性】







	

	【住民の入居意思の確認状況】





	

	【事業概要】
○造成計画区画数又は入居可能世帯数




○需要見込み（戸数、人数）






	

	財源内訳（千円）
	事業費計
	

	国庫補助
	県補助
	地方債
	一般財源
	
	

	
	
	過疎債
	その他
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	合　計
	
	
	
	
	
	


【備考】市町村管内図に移転対象住居、移転先団地予定地、主要な公共施設又は公用施設（役場、学校、公民館、警察署、消防署、金融機関、医療施設など）を図示したものを添付すること。

様式1-5  過疎地域遊休施設再整備事業①
	都道府県名
	市町村名等
	担当者所属・氏名・ＴＥＬ
	【工　期】　　令和　年　月　～　令和　年　月

	令和２年国調人口：	　　　人
	人口減少率（R2／H27）：○.○％
	整備する施設の詳細

	令和３年度財政力指数：
	令和２年高齢者比率：○.○％
	令和２年若年者比率：○.○％
	施設名
	構造・面積
	活用内容
	事業費（千円）

	【事業実施の必要性】

	
	
	
	

	【既存施設の種類・状況等】



【施設整備の内容】
○整備する施設の種類（例：食料品加工施設、農林漁業等体験施設等）
（	　　　施設）

○整備する施設の住所、所有者（土地含む）、建築年月日
	

○整備する施設の概要


○施設改修の具体的内容


○その他（既存施設の構造等を整備する施設に活かせる場合、その活用方法など）


○整備する施設の取得方法（市町村所有・所有権取得・借受）
【借り受ける場合】
・借受するに当たっての見通し
（借受について、現在の所有者に了解を得ているか、借受の期間、賃貸する場合の賃借料等）


○機能拡張に係る附帯施設等の概要（該当する場合、記入すること）
・附帯施設等の内容


・当該附帯施設によって図られる機能拡張の概要


	
	
	
	

	
	財源内訳（千円）
	事業費計

	
	国庫補助
	県補助
	地方債
	一般財源
	

	
	
	
	過疎債
	その他
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	合　計
	
	
	
	
	


様式1-5  過疎地域遊休施設再整備事業②
	【施設を活用して行う事業の概要】
○当該施設を活用して実施する事業の具体的内容
※実施予定の事業毎に、事業の目的、事業内容、期待される事業の効果等の具体的な内容を記載（別
紙としても可）。
※地域間交流を目的とする場合、当該施設を活用して実施する交流事業の内容を交流事業毎に記入
し、事業の内容として、a交流の相手方、ｂ交流を行う際の連携先・連携内事業による施設利用見
込者数等を記載すること（別紙としても可）。





○施設や施設で行う事業について、どのようにして周知・ＰＲを行うか。


【合意形成について】
施設改修後の活用内容について、住民や議会等との協議・検討がされ、合意形成がなされているか（校舎を廃校とする場合、条例は廃止されているか）。



【施設の利用見込み】
○次に掲げる項目のうち、設定可能なものについて記入すること。
（上記に示す事業内容を踏まえ、記入すること。）

年間利用者数：　　　人
年間稼働率※：　　　％
年間売上額　：　　　円

※年間稼働率 ＝当該施設において1年間に利用された部屋数等/（当該施設の部屋数等×稼働日数） 

○積算方法（別紙としても可）









	【交付要綱の要件について】
○改修後の施設について、交付要綱第４の（３）のアからオに定める要件を全て満たしているか。
ア：
イ：
ウ：
エ：
オ：


【施設管理・運営主体】
（ 直営  ・  委託（一部委託を含む） ）
①直営の場合  主管課（　　　　　　　）
②委託の場合  委託先（名称：　　　　）
※機構概要を添付すること（案でも可）。第三セクターの場合は、出資割合と業務概要も併せて添付すること（任意様式）。

【周辺地域における類似施設等の有無】
・周辺地域に同業種の民間事業者又は類似公的施設はあるか。
（  有   ・  無  ）
→「有」の場合（民間事業者・公的施設）

※「有」の場合には、民間事業者又は公的施設との役割分担（競合しないこと）について、十分
な合理性をもって説明できる資料を添付すること（任意様式）。

【既存施設の所有権の所在】
（  全部取得済み  ・  交渉中  ）

【他の補助金の投入の有無】
・他の補助事業により整備された既存施設を活用する場合、 補助金適正化法上、財産処分制限の対
象とならないか。
（  有   ・  無  ）

【耐震診断・耐震化改修の必要性の有無】
・建築基準法等関係法令上、耐震診断・耐震化改修等の必要性はないか
（  有   ・  無  ）

【その他】（基本設計・実施設計等の進捗状況、事業のスケジュールなど）


【備考】市町村管内図に施設位置（遊休施設現在地）及び関連施設・交流資源等の位置を図示したもの、施設イメージ図並びに施設平面図等を添付すること。
